
貸　  借  　対  　照　  表  

（令和2年３月３１日現在）
(単位：百万円)

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

流動資産 3,597 流動負債 974
現 金 及 び 預 金 36 買 掛 金 426
完 成 工 事 未 収 入 金 1,484 未 払 金 52
未 収 入 金 1 預 り 金 9
未 成 工 事 支 出 金 54 未 払 費 用 85
材 料 貯 蔵 品 8 未 払 法 人 税 等 112
短 期 貸 付 金 2,007 未 払 消 費 税 等 84
前 払 費 用 4 リ ー ス 債 務 2
未 収 収 益 0 賞 与 引 当 金 201
そ の 他 の 流 動 資 産 0 前 受 金 0

固定資産 1,659
853

建 物 667 固定負債 685
構 築 物 9 退 職 給 付 引 当 金 657
機 械 及 び 装 置 44 役員退職慰労引当金 26
車 両 運 搬 具 27 リ ー ス 債 務 1
工 具 器 具 及 び 備 品 61
土 地 38
リ ー ス 資 産 3 1,659

無形固定資産 24
ソ フ ト ウ エ ア 5 株主資本 3,596
建 設 仮 勘 定 16 資本金 66

 その他の無形固定資産 1 利益剰余金 3,530
利益準備金 16

投資その他の資産 782 その他利益剰余金 3,514
投 資 有 価 証 券 454 建 設 積 立 金 230
出 資 金 0 別 途 積 立 金 1,745
繰 延 税 金 資 産 324 繰 越 利 益 剰 余 金 1,539
その他の投資その他の資産 2

3,596

5,256 5,256

(注） 1　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
2　「0」は、金額が百万円未満であることを示しております。
3　「-」は、零または該当数字がないことを示しております。
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個  別  注  記  表 

平成３１年 ４月 １日 から 

令和 ２年 ３月３１日 まで 

 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(１) 投資有価証券の評価基準及び評価方法 

     その他有価証券 

        移動平均法に基づく原価法 

       関係会社株式 

        移動平均法に基づく原価法 

 

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     ① 未成工事支出金 

        個別法による原価法 

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

 ② 材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

 

 ２  固定資産の減価償却の方法 

  (１) 有形固定資産（リース資産を除く） 

      定率法を採用しております。 

       ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）、並びに平成２８年４月

１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

     

    (２) 無形固定資産（リース資産を除く） 

      定額法を採用しております。 

      自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

 

   (３) リース資産 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 



 

３ 引当金の計上基準 

(１)賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上

しております。 

 

(２)退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上してお

ります。 

 

(３)役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しており

ます。 

 

４ 収益及び費用の計上基準 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

    当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進

行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。 

    なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積もりは、原価比例法

によ っております。 

 

５ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

１  有形固定資産の減価償却累計額      １，０７４百万円 

２  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

短期金銭債権     １，０５８百万円 

長期金銭債権         ０百万円 

短期金銭債務        １３百万円 

長期金銭債務         －百万円 

 

 

 

 



Ⅲ 税効果会計に関する注記 

      繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金等の否認等であります。 

 

 

Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記 

１ 親会社及び法人主要株主等 

                                                            (単位：百万円) 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の所

有（被所有）割

合 

関連

当事

者との

関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 北 海 道 旅 客

鉄道(株) 

被所有 

直接７３．８％ 

鉄 道

関 連

工 事

受 託 

完 成 工 事 高  

出向負担金の受入 

４，８９９ 

１６ 

完成工事未収入金 

 

１，０５８ 

 

出向負担金の支払 

 

１６９ 

 

未 払 費 用 

未 払 金 

９ 

１ 

建物等の賃借 ０ 未 収 入 金 

その他の投資(保証金等） 

０ 

０ 

その他販管費の支払い ２０ 未 払 費 用 １ 

ｷﾞﾔｹｰｽ破損賠償他 １   

（注）１ 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

２ 記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。 

３ 「０」は金額が百万円未満であることを示しております。 

４ 取引については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 

５ 出向負担金の受入額及び支払額については、当社の人件費を基準として決定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 兄弟会社等                                                  (単位：百万円) 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等所有

（被所有）割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親 会 社 の

子会社 

（ 株 ） 北 海

道ジェイ・ア

ール商事 

－ 

資 金 の

貸付 

・物品販

売等 

資金の受取利息 

ＣＭＳ証明手数料 

２ 

０ 

未 収 収 益

短 期 貸 付 金  

０ 

２，００７ 

完 成 工 事 高 ５４５ 完成工事未収入金 ７ 

複写機等のリース  リ ー ス 債 務 ２ 

再リース料の支払 ０   

その他材料等の購入 ５ 未 払 金 ０ 

延     滞    金 ０   

札 幌 駅 総

合 開 発

（株） 

直接４．９７％ 

工 事 受

託 

完 成 工 事 高 

出向負担金の受入 

６１４ 

３５ 

完成工事未収入金 １９７ 

 

その他費用の支払 ０   

(注) １ 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には貸付金を除き消費税等を含めてお

ります。 

    ２ 記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。 

    ３ 取引条件ないし取引条件の決定方法等 

（１） 資金の貸付は平成１４年５月より導入しているＣＭＳによるものであります。また、上記の

利息については、市場金利等を参考に決定しております。 

      （２） 取引については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 

 

Ⅴ １株当たり情報に関する注記 

    １株当たり純資産額     ３８，９２３円１６銭 

    １株当たり当期純利益     ３，１４４円６７銭 

 

Ⅵ 当期純利益額 

    当期純利益額       ２９０百万円 

 

Ⅶ その他の注記 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載されている金額は、

単位未満を切り捨て表示しております。 

 

 

 

 

 


